様式1
団体・事業概要
【団体・事業概要の記入方法について】
· 赤字の注意書きに沿ってご記入ください。
· 提出時には赤字の注意書きは削除してください。
· フォントは自由ですが、サイズについては10.5ポイント以上でご記入ください。
· フォントの色は『黒』でご記入ください。
· 必要に応じて表のサイズを調整してご記入ください。

1. 団体概要
（1） 申請団体名
	フリガナ
	法人格は記入しないでください。全角カタカナでご記入ください。

	団体名
	法人格は記入しないでください。略称は用いず、正式な団体名をご記入ください。



（2） 代表者及び担当者
	フリガナ
	全角カタカナでご記入ください。
	役職名
	

	代表者氏名
	
	
	

	フリガナ
	全角カタカナでご記入ください。
	部署
役職名
	

	担当者氏名
	
	
	



（3） 法人格・団体の目的など
	法人格
	法人格がない場合は無記入としてください。

	設立年月
	任意団体から法人格を取得した場合は任意団体の設立年月と法人登記日をご記入ください。
設立年月日　　　　年　　　月
法人登記日　　　　年　　　月

	団体の目的
	500文字以内でご記入ください。




（4） 所在地・連絡先など
	団体住所
	登記上の住所をご記入ください。

	電話
	固定、携帯のいずれでも結構です。連絡の付きやすい番号をご記入ください。
	FAX
	ない場合は無記入としてください。

	担当者E-Mail
	日常的に利用されている、連絡の付きやすいメールアドレスをご記入ください。

	URL
	団体情報が掲載されているホームページをご記入ください。
ホームページがない場合は公開されているSNS（facebook等）のURLをご記入ください。



（5） 助成事業の実績
	過去に助成を受けて実施した事業の有無
	有・無で回答して下さい。


	有の場合は、新しいものから最大3件を記入してください↓

	助成金名称
	助成元団体名
	金額（円）
	助成を受けた年

	正式な名称をご記入ください。
	略称ではなく、正式な団体名をご記入ください。
	円
	年

	
	
	円
	年

	
	
	円
	年



（6） 主な活動・予算規模・職員数・会員数など
	主な活動
	500文字以内でご記入ください。


	総収入合計
（円）
	2018年度
	円

	
	2017年度
	円

	
	2016年度
	円

	職員数
	常勤
	人
	非常勤
	人
	ボランティア
	人

	会員制
	有・無で回答して下さい。

	←有の場合：会員数（直近年度）
	正・協力会員などがある場合は、それぞれ分けてご記入ください。
人



2. 事業概要
（1） 申請する事業の領域、分野、テーマ
　該当する項目にチエックをいれてください。
　※□内をクリックすると✔が付きます。

1 JANPIAが提示する、3つの領域と7つの優先すべき社会の諸課題について
※複数選択可能
	領域
	☐	1) 子ども及び若者の支援に係る活動

	
	☐	2) 日常生活又は社会生活を営む上での困難を有する者の支援に係る活動

	
	☐	3) 地域社会における活力の低下その他の社会的に困難な状況に直面している地域の支援に係る活動



	分野
	☐	1 経済的困窮など、家庭内に課題を抱える子どもの支援

	
	☐	2 日常生活や成長に困難を抱える子どもと若者の育成支援

	
	☐	3 社会的課題の解決を担う若者の能力開発支援

	
	☐	4 働くことが困難な人への支援

	
	☐	5 社会的孤立や差別の解消に向けた支援

	
	☐	6 地域の働く場づくりの支援

	
	☐	7 安心・安全に暮らせるコミュニティづくりへの支援

	
	☐	8 その他



2 本応募で設定した対象エリアとテーマについて
※1つだけ選択
	応募テーマ
	☐	【島根県エリア】
中山間地域・離島における生業づくりとそれを支える仕組みづくり

	
	☐	【岡山県エリア】
貧困や虐待の被害にある子どもたちの生活再建拠目的とする拠点整備

	
	☐	【広島県エリア】
「ひと」「しごと」「地域資源」等の好循環モデル形成



（2） 申請事業名
	主題
	正式な事業名をご記入ください。

	副題
	副題（愛称など）がある場合はご記入ください。ない場合は無記入としてください。



（3） 申請事業の概要
	500文字以内にまとめてご記入ください。
様式2_事業計画を作成してからまとめられることをお勧めいたします。




（4） 事業実施地域
	事業実施地域
	活動を想定する地域（県市町等）をご記入ください。中国地方の複数の行政区を跨ぐ場合はすべてご記入ください。
市町の中でも特に地域が限定される場合は地区名までご記入ください。



（5） 申請助成額及び実施期間
　申請額については下記表をご確認いただき、各年度の上限、総額の上限を超えないように記入してください。
	
	2020年度上限
	2021年度上限
	2022年度上限
	総額上限

	島根県エリア
岡山県エリア
	1,400万円
	500万円
	100万円
	2,000万円

	広島県エリア
	700万円
	250万円
	50万円
	1,000万円



	実施期間
	短期アウトカム、中長期アウトカムを図るために原則として3年間の事業を推奨します。
1年または2年の事業を希望する場合は、総額上限まで申請することができません。
資金提供契約締結日より　　　　年　　月まで

	申請額
	総額
	円

	
	2020年度
	円

	
	2021年度
	円

	
	2022年度
	円



（6） 申請事業への他の補助金・助成金・委託の有無
	申請事業に関する他の補助金・助成金・委託の有無
	あり
	なし
	今後発生する可能性あり

	
	上記の「あり」「なし」「今後発生する可能性あり」のいずれかに〇をつけてください。
「あり」と回答した場合は補助金・助成金・委託の名称及び金額を記入してください。
複数ある場合は、表を増やして全て記入してください。

	
	名称
	

	
	金額
	



